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の狩猟を行うスポーツハンティングは欧米の富裕層を中心に根強い人気があり、アフリカ諸国にとって重要な歳入源となっている。スポーツハンティング 振興する側が想定するのは、一定 狩猟を認めつつ個体数を管理し、狩猟税収入で動物保護事業を支え、地元住民に雇用機会を提供する「持続可能」なメカニズムであ 。それは本書のタイトルが示すように「護るために殺す」政策といえる。　
こうした論理の問題点は、住民









護区を長く観察した西崎氏は、政策当局と住民との関係が野生動物保護の成否 分けるうえで決定的に重要であることを示す。ハーテビーストというアンテロープ（レイヨウ）を す ために設立されたサンクチュアリの例は印象的である。一九七〇年代にサンクチュアリが設立された後、社会主義政権はそこでの放牧・狩猟を一切禁止し、監督官は違反者 厳罰を科した。この政策によって短期的にハーテビーストの個体数は増加したものの、一九九一年 社会主義政権が崩壊すると 個体数 激減した。政治的混乱のなか周辺住
民がこぞって狩猟を行ったからである。人々は、野生動物は保護区監督官の私有物であり、狩猟は監督官への懲罰だと説明した。　
一方、別の国立公園の例では、







こで思いもよらなかった繋がりを知り、新たな問題関心が広 る。そんな時、アフリカを勉強していてよかったと思う。ごく単純な話ではあるが、 こに地域研究を成立させる合理的 根拠があるのかも知れない。（たけうち
　
しんいち／アジア経
済研究所
　
地域研究センター）
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